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１．法人の長によるメッセージ 

 

国立印刷局は、日本銀行券（お札）や旅券（パスポート）をはじめ、国として偽造抵抗力を必

要とする製品や、法令等の政府情報を国民の皆様へ正確かつ確実に伝達する手段である官報等

の情報サービスを確実に提供することにより、日本経済の発展と国民生活の安定に貢献するこ

とを使命としております。 

平成 15 年 4月に独立行政法人として発足して以来、運営費交付金等の受領を前提としない独

立採算による運営を行っております。 

社会や経済のデジタル化の急速な進展など、国立印刷局の事業を取り巻く環境が大きく変化

する中にあっても、行政執行法人として課せられた使命を将来にわたって果たすべく、創立 150

年を契機に策定した新たな経営理念の下、優れた製品や情報サービスを国民の皆様へ提供して

いけるよう、真摯に業務に取り組んでまいりました。 

日本銀行券につきましては、財務大臣の定める日本銀行券の製造計画を確実に達成するとと

もに、高い偽造抵抗力を持つ独自の偽造防止技術の維持・向上に取り組んでまいりました。また、

国立印刷局に対する理解や銀行券に対する関心・信頼を深めていただくため、広報活動も積極的

に行ってまいりました。今後も、高品質で均質な製品を供給し続けることを最重要ミッションと

して、組織一丸となって取り組んでまいります。 

旅券につきましては、令和 7年 3月の 2025 年旅券発給開始に伴い、以前は全国の旅券事務所

（57 か所）で実施していた旅券の個人情報書込作業を全て国立印刷局において行う集中作成を

開始し、旅券の信頼性とセキュリティを一段と強化するとともに、円滑な旅券交付業務の遂行に

貢献いたしました。引き続き、品質管理・工程管理・個人情報管理を徹底しつつ、申請データに

基づく旅券の確実な製造・納入に取り組んでまいります。 

官報につきましては、明治 16年の創刊以来、紙の印刷物として発行されてきましたが、「官報

の発行に関する法律」（令和 5年法律第 85号。令和 7年 4月 1日施行）により、正本が紙から電

子データとなる大きな転換を迎えました。引き続き、内閣府をはじめとした関係機関と連携し、

官報の原稿の作成や電磁的官報記録を記載した書面等の印刷などに取り組むことで、社会のデ

ジタル化への対応や利用者の利便性の向上を図りつつ、法律、条約等の公布や国民に対する情報

提供の確実な実施に貢献してまいります。 

ベース・レジストリ（国の公的基礎情報データベース）につきましては、「情報通信技術の活

用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るた

めのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律」（令和 6年法律第 46 号）施行に伴う「独

立行政法人国立印刷局法」改正（令和 7年 4月 1日施行）により、ベース・レジストリを構成す

るデータの加工、記録、保存及び提供等が新たな業務として加わり、アドレス・ベース・レジス

トリ（住所・所在地関係データベース）の運用を開始しました。引き続き、運用に確実に取り組

むとともに、整備及び改善に当たっての行政機関等による協力の求めがあった場合には、必要な

対応を検討するなど、政府が推進するデジタル社会の実現に向け、これまで培ってきた秘密保持、

正確性、確実性といった国立印刷局の強みをいかして、積極的に貢献してまいります。 
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国立印刷局は、行政執行法人として国との密接な連携の下、創立以来培ってきた高度な製造技

術と信頼を更に高めていくとともに、情報サービス事業の拡大に取り組み、これまで社会基盤を

支える製品を社会に供給することで担ってきたトラストアンカーとしての役割を、デジタル分

野においても担っていくことで、国立印刷局に課せられた使命を確実に果たしてまいります。 

また、製造事業を営む公的主体として、地球温暖化などの環境問題へ積極的に貢献するため、

環境保全計画を策定するとともに、当該計画に基づき環境マネジメントシステムの確実な運用

を図り、温室効果ガス排出量の削減、資源使用量・廃棄物排出量の抑制等に着実に取り組むこと

で、全ての段階において環境と調和の取れた事業活動を行ってまいります。 

本事業報告書が、業務実績に関する自己評価書や環境報告書などとともに国立印刷局の様々

な活動についてご理解いただく一助になることを願っております。 

 

 

 

 

独立行政法人 国立印刷局 

理事長  河村 直樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

明治政府が明治 5 年（1872 年）に発行した新紙幣に「鳳凰」

の図案が採用されたことから、鳳凰が国立印刷局のシンボル

マークになっています。 

また、明治 4 年（1871 年）に創設された国立印刷局は、令和

3 年度に創立 150 年を迎え、それを記念し、『伝統と躍進』を

コンセプトとした記念ロゴマークを制定しました。 

国立印刷局のシンボルマーク「鳳凰」 
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２．法人の目的、業務内容 

 

⑴ 法人の目的  

国立印刷局（以下「当法人」という。）の目的は、独立行政法人国立印刷局法（平成 14年

法律第 41号。以下「国立印刷局法」という。）第 3条に定められています。その概要は、次

のとおりです。 

   

  ⅰ 日本銀行券（以下「銀行券」という。）の製造を行うとともに、銀行券に対する国民の

信頼を維持するために必要な情報の提供を行うこと等により、通貨制度の安定に寄与す

る。 

ⅱ 官報の原稿の作成並びに国の公的基礎情報データベース（以下「ベース・レジストリ」

という。）を構成するデータの加工、記録、保存及び提供を行うこと等により、公共上の

見地から行われることが適当な情報の提供を図る。 

ⅲ 国債証券、印紙、郵便切手その他の公共上の見地から必要な証券及び印刷物の製造を行

うこと等により、その確実な提供を図る。 

 

⑵ 業務内容  

当法人の業務は、国立印刷局法第 11 条に定められています。その概要は、次のとおりで

す。 

 

ⅰ 銀行券の製造 

ⅱ 銀行券に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供 

ⅲ 官報の原稿の作成並びに電磁的官報記録を記載した書面及び書面官報の印刷 

ⅳ 白書等の編集、印刷若しくは作成、刊行又は普及 

ⅴ 国の行政機関等の委託を受けた、ベース・レジストリを構成するデータの加工、記録、

保存及び提供 

ⅵ ベース・レジストリを構成するデータの加工、記録、保存及び提供に関する事項に対す

る国の行政機関等への技術的助言、情報の提供その他の必要な協力 

ⅶ 国債証券、印紙、郵便切手、旅券等の製造又は印刷 

ⅷ 上記の業務に関する調査、試験、研究又は開発 

  

 また、同条において、これらの業務の遂行に支障のない範囲内で、外国政府等の委託を受

けて、当該外国政府等の銀行券、国債証券、印紙、郵便切手、郵便葉書、旅券等の製造又は

印刷を行うことができると定められています。 

 

詳細につきましては、国立印刷局法をご覧ください。

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=414AC0000000041
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３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

 

当法人は、国立印刷局法第 11 条において、銀行券や旅券等の製造、官報の原稿の作成、ベー

ス・レジストリを構成するデータの加工、記録、保存及び提供等を行うことが業務の範囲として

定められています。 

これらの業務は、一定の事業等のまとまりとして、銀行券等事業と官報等事業に区分されてお

り、政策目標等と両事業における主な業務との関係については、次のとおりです。 

 

⑴ 銀行券等事業 

 ⅰ 銀行券 

当法人は、財務大臣が指示する製造計画に従って銀行券の製造を行っています。令和 7

年度の財務省の政策の目標は 5つの総合目標から構成されており、銀行券に係る財務省の

総合目標及び政策目標並びに当法人の業務との関係については、下表のとおりです。 

総合目標 4（抜粋） 政策目標 4－1（抜粋） 当法人の業務 

通貨・金融システム 

 

通貨の流通状況を把握す

るとともに、偽造・変造の

防止等に取り組み、高い品

質の通貨を円滑に供給する

ことにより、通貨に対する

信頼の維持に貢献する。 

通貨の円滑な供給及び偽

造・変造の防止 

 

政 4－1－1 

通貨の円滑な供給 

政 4－1－2 

偽造通貨対策の推進 

政 4－1－5 

通貨に対する信頼の維

持・向上のための広報活動 

 

○ 銀行券の製造 

○ 銀行券に対する国民の

信頼を維持するために必

要な情報の提供 

○ 前業務に関する調査、

試験、研究又は開発 

 

 

ⅱ 旅券  

当法人は、外務省との契約により旅券の製造を行っています。令和 7年度の外務省の政

策評価体系は 6つの基本目標から構成されており、旅券に係る外務省の基本目標及び施策

目標並びに当法人の業務との関係については、下表のとおりです。 

基本目標Ⅳ 施策目標（抜粋） 当法人の業務 

領事政策：国民の利便に資

する領事業務を実施するこ

と 

 

施策Ⅳ－1 領事業務の充実 

１ 領事サービスの充実 

日本国旅券に対する国際的

信頼性を維持し、国民の円

滑な海外渡航を確保するた

めに、旅券行政サービスや

旅券のセキュリティの向上

を図りつつ、国際標準に準

拠した日本国旅券の円滑な

発給を行う。 

○ 旅券の製造 
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⑵ 官報等事業 

ⅰ 官報 

当法人は、内閣府との契約により官報に係る業務を行っており、その関係については、

下表のとおりです。 

法令（抜粋） 当法人の業務 

内閣府設置法（平成 11年法律第 89号） 

（所掌事務） 

第 4 条第 3項第 37 号 

官報に関すること。 

官報の発行に関する内閣府令（令和 6年内閣府令第 80号） 

（官報の原稿の作成） 

第 9 条 

内閣総理大臣は、法第五条の規定により官報を発行す

るため、同条第一項の規定により同項の電磁的記録を官

報ファイルに記録しようとするときは、官報の掲載事項

に該当する事項を官報に掲載しようとする者から提出さ

れた掲載文（図表を含む。）を編集し、官報の種別ごとに、

官報を発行しようとする年月日、当該年月日に係る公布

等事項並びに法第四条第一項各号及び第二項各号に掲げ

る事項に係る当該掲載文並びに前条第一項各号に掲げる

事項を記録した電磁的記録をもって、官報の原稿を作成

するものとする。 

（官報の原稿の作成等の委託） 

第 43 条 

内閣総理大臣は、官報の原稿の作成並びに官報掲載事

項記載書面及び書面官報の印刷を、独立行政法人国立印

刷局その他の内閣総理大臣が定める基準に適合すると認

める者に委託することができる。 

○ 官報の原稿の作成並び

に電磁的官報記録を記載

した書面及び書面官報の

印刷 

 

ⅱ ベース・レジストリ 

当法人は、デジタル庁との契約によりベース・レジストリに係る業務を行っており、そ

の関係については、下表のとおりです。 

政策 施策 当法人の業務 

政策分野１：デジタル社会に

必要な共通機能の整備・普及 

ベース・レジストリ 

国全体のデジタル化を進め

るためには、社会基盤として

のデジタルインフラを整備

することが不可欠です。デジ

タル庁では、行政機関間の情

報連携や民間事業者を含め

たデータの利活用を推進す

るために、ベース・レジスト

リとして、社会の基盤となる

○ ベース・レジストリを構

成するデータの加工、記

録、保存及び提供 

○ ベース・レジストリを構

成するデータの加工、記

録、保存及び提供に関する

事項に対する国の行政機

関等への技術的助言、情報

の提供その他の必要な協

力 
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データ群の整備や利活用を

進めています。これにより、

行政手続におけるワンスオ

ンリー（一度提出されたもの

を二度提出することを不要

とする）や民間事業者の DX

の促進などにつなげてまい

ります。 
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４．年度目標 

 

当法人は、独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103 号。以下「通則法」という。）第 35条

の 9の規定に基づき、財務大臣及び内閣総理大臣から前述の「政策体系における法人の位置付け

及び役割（ミッション）」を踏まえ、達成すべき業務運営に関する事業年度ごとの目標である「年

度目標」が指示されます。当事業年度の目標に掲げる項目及び主な内容は、下表のとおりです。 

詳細につきましては、当事業年度の目標をご覧ください。 

 

⑴  概要 

当法人には、明治 4年以来、我が国が近代国家としての通貨制度の確立及び発展を図る過

程において、150年以上にわたって通貨行政に対して果たしてきた役割を今後とも全うする

ため、行政執行法人として国の行政事務と密接な連携を図るとともに、理事長のトップマネ

ジメントの下、経営資源を的確に管理しつつ、銀行券をはじめとする製品を確実かつ効率的

に生産できる体制を維持・改良し、常に事業の継続性を確保するという責務を果たし、我が

国の経済の発展と国民生活の安定に一層貢献することが求められています。 

 

⑵ 一定の事業等のまとまりごとの目標 

当法人は、年度目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報

を開示しています。 

具体的な区分名及び区分ごとの目標については、「３．政策体系における法人の位置付け

及び役割（ミッション）」をご覧ください。 

 

Ⅰ 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 １．銀行券等事業（銀行券） 

  （１）財務大臣の定める製造計画の確実な達成 

・ 製造計画を確実に達成するとともに日本銀行との契約を確実に履行する。 

・ 柔軟な製造体制を確保し、具体的事案の発生時には機動的に対応する。 

・ 情報漏えいや紛失、盗難を発生させないことにより、国民や社会の信頼を

維持する。 

  （２）通貨当局との密接な連携による銀行券に対する信頼の維持・向上の取組等 

・ 銀行券の偽造抵抗力の強化や銀行券の利便性の向上を図るための方策につ

いて検討を進めるとともに、通貨当局と一体となって銀行券に対する国民の

信頼の維持・向上に貢献する。 

・ 広く通貨全般に関する情報を収集し、通貨当局へ的確に情報提供等を行う。 

・ 製造技術等に関する協力、研修・視察の受入れ等により国際貢献を行う。 

https://www.npb.go.jp/ja/guide/chuki.html
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  （３）国民に対する情報発信 

・ 国民に分かりやすく各種情報を提供しつつ、国民の声を聞くことで、国立

印刷局に対する理解や銀行券に対する信頼を深める。 

・ 次世代を担う子供たちを対象とした広報の充実に努める。 

  （４）偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発 

・ 偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発に係る計画を策定し、研究を着実に

進め、銀行券の偽造抵抗力の強化に貢献する。 

・ 情報通信技術や環境保全等に関する研究を推進する。 

 ２．銀行券等事業（銀行券以外） 

  （１）旅券の製造 

・ 徹底した品質管理、製造工程管理及び個人情報管理の下で確実に製造する

ことにより、外務省との契約を確実に履行する。 

  （２）その他の製品 

・ 切手等については、徹底した品質管理等の下で確実に製造することにより、

発注者との契約を確実に履行する。 

 ３．官報等事業 

  （１）官報の原稿の作成並びに電磁的官報記録を記載した書面及び書面官報の印

刷等 

・ 平常時はもとより、災害などの緊急時においても、法律等の公布や国民に

対する情報提供が確実に行われるよう、内閣府と連携し、内閣総理大臣の緊

急要請への対応を含め、官報の発行に必要な体制を維持する。 

・ 作業の迅速化や業務の効率化を図る。 

・ 法律案等の誤り防止について令和 3年 12 月に策定された工程表に基づき、

着実に取り組む。 

  （２）ベース・レジストリを構成するデータの加工、記録、保存及び提供等 

 ・ デジタル庁からの委託を受けて、ベース・レジストリを構成するデータを

正確に加工、記録、保存し、かつ確実に提供を行う。 

・ 国の行政機関等による協力の求めについて、財務省及びデジタル庁と連携

し、必要な対応を検討する。 

  （３）その他の製品 

・ 国会用製品等については、徹底した品質管理及び製造工程管理の下で確実

に製造することにより、発注者との契約を確実に履行する。 

Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項 

 １．組織体制、業務等の見直し 

  （１）組織の見直し 

・ 適正な人員配置を行いながら、組織の効率化に向けて取り組む。 
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  （２）業務の効率化 

・ 国民負担を軽減する観点から、可能な限りのコスト削減努力を行うことと

し、中期的な観点から設定した経費率の低減目標の達成に向けて必要な取組

を行う。 

・ 業務のデジタル化を進めるとともに、情報システムの整備運用計画を策定

し、関連機器の適時適切な更新を行う。 

・ 調達に係る契約については、偽造防止の観点に配意しつつ、原則として一

般競争入札その他の競争性、透明性が十分確保される方法によるものとする。 

・ 極めてセキュリティ性の高い製品等を取り扱っていることを踏まえつつ、

民間への業務委託を検討する。 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

 １．予算、収支計画及び資金計画の策定、採算性の確保 

  ・ 可能な限り支出等の節減等に努める。 

・ 経常収支率を 100％以上とする。  

・ 独立行政法人通則法に基づき財務内容を情報開示する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

 １．ガバナンス強化に向けた取組 

  （１）内部統制に係る取組 

  （２）コンプライアンスの確保 

  （３）リスクマネジメントの強化 

  （４）個人情報の確実な保護等への取組 

  （５）情報セキュリティの確保 

  （６）警備体制の維持・強化 

 ２．人事管理 

３．保有資産の見直し 

４．職場環境の整備 

  （１）労働安全の保持 

  （２）健康管理の充実 

  （３）職務意識の向上・組織の活性化 

 ５．環境保全 

Ⅵ 中期的な観点から参考となるべき事項 

 １．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  （１）設備の維持・管理 

  （２）研究開発等 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

 （１）組織体制の効率化 

  （２）業務の効率化 
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５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

 

⑴ 経営理念 

＜国立印刷局の使命＞ 

社会基盤を支える日本銀行券、官報、旅券などの製品や情報サービスを確実に提供するこ

とにより、日本経済の発展と国民生活の安定に貢献する。 

 

当法人は、決済システムの中で重要な役割を果たしている日本銀行券をはじめ、法令等の

政府情報の公的な伝達手段である官報、外国渡航時の身分証明書となる旅券、加えて郵便切

手、証券製品など、国民生活に密着した公共性の高い製品や情報サービスを社会に提供して

きました。  

創立以来の「ものづくり」の伝統を支える高度な製造技術と培ってきた信頼を更に高め、

社会環境の変化と新たな時代の要請に対応し、国民生活の更なる発展に貢献します。 

 

＜行動規範＞ 

未来創造  

これまでに築き上げた当法人への信頼を将来にわたり積み重ね、常に自らを客観的に観

察して、組織や社会の明るい未来を築くため、新たな価値創造に挑戦します。 

持続的研鑽  

あるべき姿に向かって、自ら考えるとともに、切磋琢磨を通じて仕事の質的向上を不断

に追求することで、自らの成長を実現します。 

良識ある行動  

国家公務員として、また、組織を担う一員として、当法人に対する信頼と期待に応える

べく、社会のルールにのっとり、物事を真摯に深く考え良識をもって行動します。 

 

⑵ 中期運営方針 

当法人は、年度目標及び事業計画を確実に達成するとともに、将来にわたって独立採算を

基本とする安定的な運営を維持し、その役割を果たし続けるため、各事業における今後の事

業動向を中長期的な視点で検討し、収益性の改善や生産性の向上へ取り組むことを中心に据

えた 5年間における「中期運営方針」を定めています。 

令和 7 年度から 11年度の 5年間における中期運営方針の各項目は、以下のとおりです。 

 

ⅰ 将来にわたる社会からの信頼獲得 

ⅱ 未来への価値創造 

ⅲ 将来に向けた業務構造改革 

ⅳ 経営資源の有効活用 

 

⑶ 行動指針 

当法人は、当法人の業務が社会に及ぼす影響に鑑み、国民の皆様から信頼される製品づく

りと組織づくりを推進するため、行動指針を定めています。 

行動指針の各項目は、以下のとおりです。 
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ⅰ 事業活動に関する行動指針 

(ⅰ) 経営理念の意識 

(ⅱ) 製品の信頼性の確保 

(ⅲ) 業務の改善 

(ⅳ) 研究開発の推進 

(ⅴ) 知的財産権の保護 

(ⅵ) 守秘義務及び情報管理の徹底 

(ⅶ) 安全で快適な職場環境の形成 

ⅱ 社会に対する行動指針 

(ⅰ) 説明責任（アカウンタビリティ） 

(ⅱ) 地球環境保全への取組 

(ⅲ) 反社会的勢力に対する姿勢 

(ⅳ) 地域社会への貢献 

ⅲ 組織人としての行動指針 

(ⅰ) 国家公務員としての服務規律の保持 

(ⅱ) セクシュアル・ハラスメント、パワーハラスメント等の防止 

(ⅲ) 情報システムの適切な使用 

(ⅳ) 資産等の適正な管理及び使用 

(ⅴ) インサイダー取引の禁止 

(ⅵ) 取引先等への対応 

(ⅶ) 問題解決に向けた対応 

(ⅷ) 健全な職場風土の醸成 

 

詳細につきましては、独立行政法人国立印刷局行動指針をご覧ください。 

 

⑷ 独立採算による運営 

当法人は、これらの経営理念等の下、使命を確実に果たしつつ、平成 15年 4月に独立行

政法人として発足して以来、運営費交付金等の受領を前提としない独立採算による運営を

行っています。将来にわたっても使命を果たしていくため、中長期的な視点に立った設備

投資や研究開発を実施すること等により、事業の継続性の確保に取り組んでいます。 

 

 

 

https://www.npb.go.jp/ja/guide/rinen.html
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６．事業計画 

 

年度目標で定められた項目を確実に達成するため、事業計画を次のとおり定めています。 

当法人は、銀行券、旅券、官報、ベース・レジストリを構成するデータの加工等、極めて公共

性の高い製品や情報サービスを確実に提供する役割を担っています。高度な技術を駆使し、高い

品質の製品などを安定的かつ持続的に製造することが当法人に求められる重要な責務です。さ

らに、中長期的な視点に立ち、的確な設備投資や研究開発の実施等により銀行券をはじめとする

製品を確実かつ効率的に生産できる体制を維持・改良するとともに、行政のデジタル化の進展を

受けて、確実に情報サービスを提供しつつ、収支の改善による財務基盤の強化を図ることにより、

事業の継続性を確保することが重要です。 

当法人に課せられた責務を果たし、行政執行法人として国の行政事務と密接に関連した事務・

事業を確実・正確に執行するとともに、運営費交付金等の受領を前提としない独立採算による運

営を基本として、将来にわたって業務の質を向上させていくよう、取り組んでまいります。 

当事業年度事業計画に掲げる項目及びその主な内容は、下表のとおりです。 

詳細につきましては、当事業年度事業計画をご覧ください。 

 

 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 １．銀行券等事業（銀行券） 

  （１）財務大臣の定める製造計画の確実な達成【重要度・困難度：高】 

・ 銀行券製造計画を確実に達成するとともに、日本銀行との契約に基づき、

納期までに確実に納入する。 

・ 事業の継続性の確保に必要な設備投資を的確に実施する。 

・ 計画的かつ的確な設備の保守点検により、設備の安定稼働及び機能維持に

取り組む。 

・ 品質管理及び製造工程管理の徹底により、高品質で均質な製品を確実に製

造する。 

・ 柔軟で機動的な製造体制を構築・維持する。 

・ 秘密管理の徹底による情報漏えいを防止するとともに、数量管理の徹底に

より、紛失・盗難の発生を防止する。 

  （２）通貨当局との密接な連携による銀行券に対する信頼の維持・向上の取組等 

・ 通貨当局と一体となって、銀行券の偽造抑止力、利便性及び券種識別容易

性の向上等により、銀行券に対する国民の信頼の維持・向上に貢献する。 

・ 通貨全般に関する情報収集により、通貨当局に的確な情報提供を行う。 

・ 製造技術等に関する協力及び研修・視察の受入れにより、国際協力に貢献 

する。 

  （３）国民に対する情報発信 

・ 国立印刷局や銀行券に関する情報を国民に向けて分かりやすく発信する。 

・ 展示の充実などにより、博物館来館者及び工場見学来場者の満足度向上に

取り組む。 

・ 次世代を担う子供たちを対象とした広報の充実に努める。 

https://www.npb.go.jp/ja/guide/chuki.html
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  （４）偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発【重要度・困難度：高】 

・ 効果的な研究開発の推進や質の向上に努め、研究成果の適切かつ効果的な

活用に取り組む。 

・ 情報通信技術や環境保全等に関する研究開発を推進する。 

 ２．銀行券等事業（銀行券以外） 

  （１）旅券の製造【重要度・困難度：高】 

・ 厳格な個人情報管理の下で集中作成を行い、受注した数量を確実に製造・

納入する。 

・ 品質管理及び製造工程管理の徹底を図り、規格内製品を確実に納入する。 

・ 秘密管理の徹底により情報漏えいの発生を防止するとともに、数量管理の

徹底により紛失・盗難の発生を防止する。 

  （２）その他の製品 

・ 切手等の製品について、契約に基づく数量を確実に製造・納入しつつ、発注

者の要望を踏まえた提案を行う。 

・ 継続的な業務プロセスの改善に取り組む。 

 ３．官報等事業 

  （１）官報の原稿の作成並びに電磁的官報記録を記載した書面及び書面官報の印

刷等【重要度・困難度：高】 

・ 指定された時間に官報の発行が行われるための確実な原稿作成、書面官報

の印刷、内閣府と連携した特別号外の原稿作成等を確実に行う。 

・ 情報システムの適切な整備・運用により、稼働率の維持に取り組む。 

・ 訂正記事箇所数の削減に取り組む。 

・ 情報管理の徹底、研修等の実施等により、官報の公開前情報の漏えいや紛

失等の発生を防止する。 

・ 業務のデジタル化による作業の迅速化・業務の効率化を継続的に推進する

とともに、機械可読なデータ構造等の実現に向けた将来の官報システム刷新

に係る検討・整理に取り組む。 

・ 法令データのデジタル正本の提供体制確立に向けた実証実験に参画し、法

令データ共通化に対応するための新たなシステムの構築に取り組む。 

  （２）ベース・レジストリを構成するデータの加工、記録、保存及び提供等【重要

度：高】 

・ 住所・所在地関係データベース（アドレス・ベース・レジストリ）を構成す

るデータを正確かつ確実に加工、記録、保存及び提供する。 

・ 商業・法人登記関係データベース（法人ベース・レジストリ）の運用開始

に向けた準備を進める。 

・ 国の行政機関等による協力の求めがあった場合に、必要な対応を検討する。 

  （３）その他の製品 

・ 国会用製品等の製品について、契約に基づく数量を確実に製造・納入する。 

・ 財務省等が取り組む行政文書の電子化作業に協力する。 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １．組織体制、業務等の見直し 

  （１）組織の見直し 

・ 適正な人員配置を行いながら、組織の効率化に向けて取り組む。 
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・ 適正な給与水準の維持に向けて取り組む。 

  （２）業務の効率化 

・ 経費率（（売上原価＋販売費及び一般管理費－研究開発費）／売上高）の低

減目標の達成に向けて必要な取組を行う。 

・ 業務のデジタル化に向けて取り組むとともに、情報システム関連機器の計

画的な更新を実施する。 

・ 調達等合理化計画に基づく適切な調達を実施し、契約実績を公表する。 

・ セキュリティ性や秘密情報の漏えい防止に配意しつつ、民間への業務委託 

を検討する。 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １．予算、収支計画及び資金計画の策定、採算性の確保 

  ・ 予算の執行管理を徹底し、予算の範囲内で可能な限り節減に努める。 

・ 健全な財務内容の維持・改善に努め、利益を確保することで、事業継続のた

めの研究開発や設備投資を確実に行う。 

・ 広告宣伝費、運送費、情報システム関連経費及び本局の維持管理等に係る

費用以外の「販売費及び一般管理費」（研究開発費を除く）について、前年度

以下に抑制するよう取り組む。 

・ 財務大臣による承認後、財務諸表を遅滞なく公表する。 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分

に関する計画 

Ⅵ Ⅴに規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、そ

の計画 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 １．ガバナンス強化に向けた取組 

  （１）内部統制に係る取組 

・ 独立行政法人国立印刷局業務方法書（以下「業務方法書」という。）記載事

項の適正な実施 

・ 各種業務プロセスについて不断の見直し 

  （２）コンプライアンスの確保 

・ 業務上の不正・不法行為等による重大事象の発生防止 

  （３）リスクマネジメントの強化 

・ リスクマネジメントの強化への取組 

・ 防災訓練の計画的実施、ＢＣＭの適切な運用 

  （４）個人情報の確実な保護等への取組 

・ 個人情報保護及び情報公開への確実な取組、個人情報漏えいの防止 

  （５）情報セキュリティの確保 

・ 情報セキュリティ対策の不備による重大事象の発生防止 

  （６）警備体制の維持・強化 

・ 警備装置の更新等の警備に関する計画の着実な実施 

 ２．人事管理 

  ・ 人事管理運営方針の策定 

・ 社会のデジタル化の進展等を踏まえた質の高い人材の確保及び育成、適材適
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所の人事配置 

・ 「働き方改革」を踏まえた労働時間の適切な管理 

・ 女性職員の活躍の推進 

・ 研修計画の確実な実施、業務意欲・能力の向上、技能の伝承 

 ３．施設及び設備に関する計画 

  ・ 投資目的等について、理事会、設備投資委員会等における厳格な審査 

・ 投資効果や進捗状況を踏まえた計画の見直し及び次年度計画の策定 

 ４．保有資産の見直し 

  ・ 王子工場再編に向けた着実な対応 

 ５．職場環境の整備 

  （１）労働安全の保持【重要度：高】 

・ 職場環境整備に資する計画に基づく取組 

・ 重大な労働災害の発生防止 

  （２）健康管理の充実 

・ 健康管理に資する計画に基づく取組 

  （３）職務意識の向上・組織の活性化 

 ・ 役職員間等における密なコミュニケーションによる職務への相互理解 

・ 役職員が当法人の使命の重要性を認識し、その職責を確実に果たすための

職務に対する意識の向上・組織の活性化 

 ６．環境保全 

  ・ 環境保全計画の確実な実施 

・ 「地球温暖化対策計画」に基づく温室効果ガスの削減（平成 25年度比 28％以

上減） 

・ 廃棄物排出量の抑制（平成 24年度比 103％以下） 

 ７．積立金の使途 

Ⅷ 中期的な観点から参考となるべき事項 

 １．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  （１）設備の維持・管理 

・ 中長期的な視点に立った業務の効率化、省力化、技術の高度化への取組に

よる生産性の向上 

・ 老朽化した設備の再整備等による工場操業の基盤維持 

  （２）研究開発等 

・ 中長期的な視点に立った研究開発の推進 

・ 研究開発評価結果を踏まえた研究開発計画の必要な見直し 

・ 経営資源の更なる有効活用の検討等 

 ２．業務運営の効率化に関する事項 

 （１）組織体制の効率化 

・ 令和 11 年度末の常勤役職員の総数を原則、令和 6年度末以下 

  （２）業務の効率化 

・ 令和 7年度から令和 11年度までの経費率の実績平均値を令和 2年度から令

和 6年度までの実績平均値以下 
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７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

 

当法人は、運営費交付金等の受領を前提としない独立採算による運営を行っています。将来に

わたっても使命を果たし、持続的に適正なサービスを提供するための源泉の確保に取り組んで

おり、その状況は次のとおりです。 

 

⑴  ガバナンスの状況 

ⅰ 主務大臣 

主務大臣は、財務大臣となっています。なお、ベース・レジストリに関する事項（これ

らに附帯する業務に関する事項を含む。）については、財務大臣及び内閣総理大臣が主務

大臣です。 

ⅱ ガバナンス体制図 

業務方法書に定めた業務の適正を確保するための体制を適切に運用しており、業務プ 

ロセス改善の必要が認められるものについては不断の見直しを行う等、PDCA サイクルを

確実に機能させることにより内部統制の推進に取り組んでいます。 

内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本局各室・部並びに研究所及び各工場の詳細につきましては、48ページに記載の「１５．

法人の基本情報 ⑷組織図」をご覧ください。 

ガバナンス体制図 

主務大臣 

監 事 理 事 長 

独立行政法人 

評価制度委員会 

理 事 

（理事会等） 

本局 

意見 

任命 任命 
目標等の

指示等 

会計監査人 

リスク・コンプライ

アンス委員会 

内部統制 

推進委員会 

選任 

契約監視委員会 

代表的な委員会 

工場 研究所 

https://www.npb.go.jp/ja/guide/security/teikyo.html#security05
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⑵ 役員等の状況 

ⅰ 役員の状況 

 （令和 8年 3月 31日現在） 

役職 氏名 任期 担当 経歴 
 

理事長 
 かわむら なおき 

河村 直樹 
自 令和 7 年 7 月 10日 
至 令和 9 年 3 月 31 日 

 平成元年 4 月 
平成 9 年 7 月 
平成 22年7月 
令和 4 年 6 月 
令和 5 年 7 月 
令和 7 年 7 月 

大蔵省入省 
理財局国庫課課長補佐 
日本銀行金融市場局市場企画課長 
関東信越国税局長 
内閣府地方創生推進事務局次長 
独立行政法人国立印刷局理事長 
 

 
理 事 

 
(常勤) 

すずき やすはる 

鈴木 康晴 
自 令和 7 年 7 月 1 日 
至 令和 9 年 3 月 31日 

監 察 

監 査 室 

総務部(一部) 

財 務 部 

平成 3 年 4 月 
令和元年 7 月 
令和 2 年 7 月 
令和 4 年 7 月 
令和 7 年 7 月 
 

大蔵省入省 
九州財務局理財部長 
預金保険機構審議役 
近畿財務局理財部長 
独立行政法人国立印刷局理事 

 
理 事 
 
(常勤) 

あだち  ひろこ 

足立 寛子 
自 令和 7 年 4 月 1 日 
至 令和 9 年 3月 31日 

経 営 企 画 室 

ＩＴ企画推進室 

銀行券部(一部) 

官 報 部 

平成元年 4 月 
平成 27年4月 
平成 29年4月 
平成 29年8月 
平成 30年7月 

大蔵省印刷局入局 
独立行政法人国立印刷局銀行券部次長 
同総務部次長 
同総務部長 
同理事 
 

 
理 事 
 
(常勤) 

いで まさはる 

井出 正晴 
自 令和 7年 4月 1日 
至 令和 9 年 3月 31日 

総務部(一部) 

管 理 部 

 

昭和 61年4月 
平成 31年4月 
令和 2 年 4 月 
令和 3 年 8 月 
令和 5 年 4 月 

大蔵省印刷局入局 
独立行政法人国立印刷局監査室長 
同官報部長 
同総務部長 
同理事 
 

 
理 事 

 
(常勤) 

くりばやし じゅん 

栗林 淳 
自 令和 7 年 8 月 1 日 
至 令和 9 年 7月 31日 

銀行券部(一部) 昭和 62年4月 
平成 31年4月 
令和 4 年 4 月 
令和 5 年 4 月 
令和 7 年 8 月 

大蔵省印刷局入局 
独立行政法人国立印刷局銀行券部長 
同東京工場長 
同総務部長 
同理事 
 

 
監 事 

 
(常勤) 

みつもと しげる 

光本 滋 
令和 7 年 6 月 20 日から 
令和 8 事業年度についての 
財務諸表承認日まで 

 平成 2 年 4 月 
平成 28年6月 
平成 29年6月 
令和元年 6 月 
令和 7 年 6 月 

日本開発銀行（現 株式会社日本政策投資銀行）入行 
株式会社日本政策投資銀行監査部長 
同東海支店長 
東京団地倉庫株式会社取締役常務執行役員業務部長 
独立行政法人国立印刷局監事 
 

 
監 事 

 
(常勤) 

あらい きよし 

新井 清 
令和 7 年 6 月 20 日から 
令和 8 事業年度についての 
財務諸表承認日まで 

 昭和 63年4月 
平成 29年5月 
令和 3 年 7 月 
令和 4年 11月 
令和 6 年 2 月 
令和 7 年 6 月 

株式会社富士銀行入行 
株式会社レオパレス21執行役員経営企画部長 
スズデン株式会社執行役員総務部長 
フロンティア・マネジメント株式会社顧問 
みずほビジネスパートナー株式会社在宅嘱託 
独立行政法人国立印刷局監事 
 

 

ⅱ 会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

会計監査人はあずさ監査法人であり、当該監査法人に対する、当事業年度の当法人の監

査証明業務に基づく報酬の額は、14百万円（税込）です。  
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⑶ 職員の状況 

常勤職員は当事業年度末現在で 3,967 人（前年度比 83 人減少、約 2.0％減）であり、平

均年齢は 46.3 歳（前年度末 46.5 歳）となっています。このうち、国からの出向者は 3 人、

民間からの出向者は 0人、令和 8年 3月 31 日付け退職者は 70人です。 

当法人では、「働き方改革」等の趣旨を踏まえ、職務能率の一層の向上に資するため、長

時間労働の是正と年次有給休暇を取得しやすい環境づくりを行っています。全職員の 1か月

当たりの時間外労働の平均時間は 11時間、年次有給休暇の取得率は 84％です。 

また、子育てと仕事の両立を支援するため、男性職員の育児休業取得を推進し、職員が抵

抗なく制度を利用できるよう職場風土の醸成に努めています（令和 7 年度末現在、男性の育

児休業取得人数 39 名、取得率 86.7％、平均取得日数 84.5 日。女性は 100％）。 

詳細につきましては、「女性の職業選択に資する情報の公表」をご覧ください。 

⑷ 重要な施設等の整備等の状況 

当法人は、銀行券の用紙やインキの製造をはじめ、原図や原版の作製、印刷・仕上までを

一貫して行っています。そのため、これらに係る施設及び設備を保有しており、その他の製

品の製造等に係る施設及び設備を含めた有形固定資産（土地及び建設仮勘定を除く。）の当

期末残高は 724億 53百万円となっています。 

将来にわたり各種製品の製造を安定かつ確実に行うため、当事業年度は 126 億 85 百万円

の設備投資を実施しました。 

なお、設備投資の実施に当たっては、投資の必要性、仕様の適切性、費用対効果等を検証

した上で、価格の妥当性やスケジュール等を検討し、必要に応じて計画内容の見直しを行う

等、効果的な投資を実施しています。 

  ⅰ 当事業年度中に完成した主要な施設等 

完成した主要な施設及び設備については、下表のとおりです。 

             （単位：百万円） 

資産名 科目 数量 取得価額 

共通情報基盤 ソフトウェア等 一式 1,651 

貼付機 機械装置等 2台 1,432 

銀行券検査仕上機 機械装置等 4台 1,249 

銀行券印刷機 機械装置等 １台 1,146 

入退室管理装置 建物等 一式 1,072 

    当事業年度における施設及び設備に関する計画及び実績については、下表のとおりです。 

なお、計画額と実績額との差は、受入年度の変更を行ったことなどによるものです。 

   （単位：百万円） 

区  分 計画額 実績額 

施設関連 

製紙部門 172 149 

印刷部門 2,689 2,376 

共通部門 1,181 879 

小計 4,041 3,404 

設備関連 

製紙部門 430 426 

印刷部門 6,885 6,671 

共通部門 3,438 2,184 

小計 10,753 9,281 

合  計 14,795 12,685 

https://www.npb.go.jp/zyohoteikyo/kohyou.html
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（注） 上記金額は、消費税等を除いた金額を示します。 

なお、施設関連は建物及び構築物を、設備関連は機械装置等を示します。 

 

ⅱ 当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

継続中の主要な施設及び設備については、下表のとおりです。 

 

資産名 科目 数量 

事業棟新築 建物等 一式 

銀行券印刷機 機械装置等 2台 

銀行券検査仕上機 機械装置等 5台 

 

  ⅲ 当事業年度中に処分した主要な施設等 

処分した主要な施設及び設備については、下表のとおりです。 

     （単位：百万円） 

区分 資産名 
取得 

価額 

減価償却 

累計額 

減損損失 

累計額 
売却額 売却益 除却損 

除却 
統合予算・決算書シ

ステムソフト 
1,388 1,377 11 - - 0 

除却 銀行券凸版印刷機 764 735 29   -   - 0 

除却 銀行券凸版印刷機 751 726 26 - - 0 

 

⑸ 純資産の状況 

ⅰ 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

  （単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 111,833    - - 111,833 

資本金合計 111,833 - - 111,833 

 

ⅱ 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

目的積立金の申請及び積立金の取崩は行っておりません。 

 

⑹ 財源の状況 

ⅰ 財源の内訳 

当法人は、運営費交付金等の受領を前提としない独立採算による運営を行っており、財

源は全て銀行券の売上等による自己収入となっています。また、借入金の借入れ及び債券

の発行はありません。 

自己収入に係る事業スキームについては、27ページに記載の「９．業績の適正な評価の

前提情報」をご覧ください。 

自己収入の内訳は、次のとおりです。 
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（単位：百万円） 

区分 金額 構成比率（％） 

 業務収入 90,972 94.1％ 

 その他収入 5,698 5.9％ 

 合計  96,671 100.0  

  （注）上記金額は、消費税等を含んでいます。 

 

ⅱ 自己収入に関する説明 

収入全体の約 94.1％を占める業務収入の内訳は、銀行券、旅券冊子等の銀行券等事業

に係る業務収入が 780億 8百万円、公広告料収入等の官報等事業における業務収入が 129

億 65百万円となっています。 

業務収入の推移は、次のとおりです。 

 

なお、その他収入は、虎ノ門二丁目再開発事業に伴う仮清算金の収入等となっています。 
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⑺ 社会及び環境への配慮等の状況 

ⅰ 社会貢献活動の推進 

(ⅰ) 工場見学等 

当法人に対する理解や銀行券に対する信頼を深めていただくため、東京工場、小田

原工場、静岡工場及び彦根工場において工場見学を受け入れています。見学時は、展

示内容についてより理解を深められるよう、職員が解説を行っています。見学廊下か

らガラス窓越しに銀行券が印刷される様子を見ることで、ものづくりの雰囲気を感じ

取ることができます。展示室では、事業紹介映像の放映を行うほか、私たちのくらし

を支える銀行券の偽造防止技術、製造工程等についての解説パネルや、製造に関わる

現物資料、各技術を楽しく体験できる偽造防止技術の体験装置の展示など、銀行券の

製造元ならではの情報提供を行っています。 

また、通常の見学受入れに加え、夏季に近隣住民の方々や地域の小学校、中学校及

び高等学校の児童・生徒に対し特別工場見学を行い、情報提供の機会の創出に努めて

います。 

当法人が運営する博物館においても、近隣の中学校の生徒を対象に博物館内にある

体験装置の説明を行う等の来館者対応を経験していただくなどの職場体験を実施し

ました。加えて、広報担当職員による銀行券の製造工程、偽造防止技術や銀行券の成

り立ちなどに関する出張講演の開催を通じて、次世代を担う子供たちを対象とした広

報の充実に努めることで、生涯学習としての知識取得を支援しています。 

なお、当事業年度においては、官報の電子化に合わせ、博物館や各工場の展示物の

更新を行うなど、来場者の満足度向上にも努めています。 

さらに、芸術系・美術系大学などを対象に、工芸官の伝統的な技術を紹介する特別

講義を実施しており、当事業年度は 6 大学と 1高等学校で開催しました。 
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（ⅱ) 地域貢献等 

大規模地震等の災害時に地域の安全・安心を確保するため、小田原市と小田原工場、

岡山市と岡山工場が、それぞれの工場の施設を津波等避難場所、仮設住宅用地（小田

原工場）、救援物資ターミナル（小田原工場）として提供する災害協定を締結してい

ます。また、東京工場と近隣警察署は、大規模水害時に工場の敷地の一部を応急的な

駐車場として提供する協定を締結しています。工場だけでなく宿舎についても、袋町

宿舎を北区地域防災計画に基づく一時集合場所に指定し、赤羽宿舎にはマンホールト

イレやかまどスツールを設置するなど、災害時に地域住民が利用できる設備を整えて

います。 

さらに、工場所在地域の地方公共団体等が主催するイベントへの参画や、校外学習

支援のための見学会の実施を通じて、地域との連携強化に努めるとともに、静岡宿舎

や小田原工場の一部敷地を、特別支援学校等の送迎バス等の発着場所や地域の祭典会

場として開放するなど、教育支援や地域交流の促進に取り組んでいます。 

加えて、令和 5年度より、食品ロス削減及び生活困窮者支援等の観点から、入替え

により役割を終えた災害用備蓄食品について、当法人の各機関が所在する市区町村の

フードバンク団体等への提供に継続して取り組んでいます。 

ⅱ 環境貢献活動の推進 

当法人は、環境方針において「全ての段階において環境と調和の取れた事業活動を行う。」

ことを基本理念に掲げ、環境マネジメントシステムを構築・運用し、継続的に環境への配

慮の取組を進めています。また、毎年度、環境保全計画を作成し、当該計画に沿って、効

率性に配慮しつつ必要な設備を備えるとともに、環境物品の確実な調達や ISO14001（環

境マネジメントシステム）の認証の維持・更新等を行うことにより、環境保全に努めてい

ます。 

当事業年度における環境保全計画の主な取組状況は、以下のとおりです。 

(ⅰ) 環境法規制の遵守 

環境関連法令等を確実に遵守するため、各機関における環境関連法令等の遵守状況

の調査を行いました。調査の結果、環境関連法令等の遵守が確実に行われていること

を確認しました。 

(ⅱ) 温室効果ガス排出量の削減 

温室効果ガス排出量は 25,967t－CO2であり、基準年である平成 25 年度と比較して

42.1％の削減を達成し、目標である 28％削減を大きく上回る結果となりました。 

 

(ⅲ) 廃棄物排出量の抑制 

製紙工程において排出される紙料の回収・再利用等を継続して実施するとともに、

印刷工程で発生する損紙屑のリサイクル化に努めた結果、廃棄物排出量は 5,134t と

なり、基準年度である平成 24 年度排出量（7,316t）に対し 70.1％となりました。 
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(ⅳ) 環境保全に関する啓発活動の推進 

各機関において、6月の環境月間の取組として、環境保全に対する意識を高めるた

めの教育や構外美化運動等、啓発活動を実施しました。 

 

詳細につきましては、環境報告書 2026（令和 8年 10月 国立印刷局ホームページ公

表予定）をご覧ください。 

また、国立印刷局ホームページにおいて、環境報告書のバックナンバーがご覧いただ

けます。 

 

⑻ その他源泉の状況（法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉） 

当法人は、創設以来、決済システムの中で重要な役割を果たしている銀行券をはじめ、法

令等の政府情報の公的な伝達手段である官報や、旅券、郵便切手、証券類、ベース・レジス

トリを構成するデータの加工等、国民生活に密着した公共性の高い製品または情報サービス

を安定的かつ確実に提供しており、独自の研究開発により築き上げてきた高度な偽造防止技

術と、効率的かつ徹底した製造管理体制によって、当法人に課せられた使命を確実に果たし

ています。さらに、平成 15 年 4 月に独立行政法人として発足して以来、運営費交付金等の

受領を前提としない独立採算による運営を行っており、その中で、中長期的な視点に立った

設備投資や研究開発を着実に実施しています。 

当事業年度における取組は、以下のとおりです。 

 

ⅰ 高度な偽造防止技術 

銀行券をはじめとする製品には、研究開発の中で創出された当法人独自の高度な偽造 

防止技術が施されており、同技術を安定的に発現させるための製品設計や製造に係るノウ

ハウが、継続的に培われ、継承されています。 

当事業年度においても、独自の偽造防止技術の維持・向上や製造工程の効率化、製紙・

印刷技術の高度化を着実に実施するため、研究開発計画を策定し、当該計画に沿って研究

開発を進めました。 

実行に当たっては、研究開発評価システムの運用を通じて、研究開発評価委員会におい

て、事前・中間・事後評価を適切に実施し、評価結果に応じて是正等の対応を図るととも

に、研究開発計画へ適切に反映しています。 

なお、研究開発により創出した成果については、必要に応じて特許出願（45件）す る

など権利化に向けた取組を行ったほか、有用な成果については、偽造防止技術に係る秘密

https://www.npb.go.jp/ja/guide/kankyo/houkoku.html
https://www.npb.go.jp/ja/guide/kankyo/houkoku.html
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管理に配慮しつつ、国内の学会等で報告等（5件）を行うなど、産業界の発展にも貢献し

ています。 

 

ⅱ 徹底した品質管理及び製造工程管理 

高品質かつ均質な製品を製造するために、品質に係る情報を適時・的確に把握し、適切

な管理が可能となる徹底的な品質管理・保証体系を構築するとともに、製造工程での更な

る品質の安定化や製造の効率化を図るため機関間の情報共有及び実験・検証等を進め、継

続的な改善に努めています。 

当事業年度においても、製品やサービスの品質保証の継続的な改善に取り組みました。

また、PDCAサイクルによる継続的な業務の改善や工場間における定期的な情報共有を行っ

たほか、作業が定められた規則等に基づいて適切に行われているか定期的に点検する作業

考査等を実施し、品質管理及び製造工程管理の徹底に取り組みました。 

 

ⅲ 高度な情報管理 

個人情報や配慮が必要な情報を含む多様な情報について、正確性を担保するとともに、

情報の性質に応じた適切な取扱いを徹底するため、情報を取り扱う職員に対し、秘密情報

の管理方法についての研修・点検などを確実に実施し、PDCA サイクルによる継続的な改

善を行うことで、高い水準での情報管理に努めています。 

また、各種システムの監視、アカウント管理等の運用保守業務を適切に実施するなど、

日常管理の徹底によりシステム障害の発生を防止し、システムの安定稼働を確保すること

により、製品・サービスを安定的かつ確実に提供し、デジタル分野におけるトラストアン

カーとしての役割を果たすよう取り組んでいます。 

 

ⅳ 物的セキュリティの徹底 

取扱製品については、高いセキュリティを要することから、数量管理及び保管管理につ

いては、各工場において内部規程に基づき確実に作業を実施するとともに、製品の取扱い、

セキュリティ確保等に係る作業が適切に行われていることを検証、確認しています。 

また、警備体制の維持・強化については、製品の盗難や施設及び設備に対する破壊活動

等への抑止力の強化を図るため、警備装置の更新などの警備に関する計画を着実に実施す

るとともに、必要に応じた見直しを行っています。また、外部要因による突発的な事件・

事故に対しても適切に対応を図ることができるよう、訓練を実施しています。 

その結果、当事業年度においても、紛失・盗難等の発生はありませんでした。 

 

ⅴ 情報セキュリティの確保 

情報セキュリティに係る脅威の増大及び当法人の取り扱う偽造防止技術関連情報等の

重要性を踏まえ、情報技術の進歩等に対応した適切な情報セキュリティ対策の実施に取り

組んでいます。 

当事業年度においても、全機関において情報セキュリティに関する教育・研修を確実に

実施し、職員の情報セキュリティに関する意識、知識の向上に取り組みました。また、

ISO27001 の審査を受審し、認証を新規取得又は継続したほか、ISO27001 に係る教育・訓

練を継続的に実施するなど、情報セキュリティの確保に努めています。 

その結果、当事業年度においても、情報漏えい等の発生はありませんでした。 
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８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

 

⑴ リスク管理の状況 

   リスク管理・コンプライアンス推進実施計画を策定し、部門ごとに潜在するリスクを把

握・評価した上で、その発生防止又は発生時の被害低減に向けた対策を実施するとともに、

その実施状況をモニタリングし、必要に応じて是正・改善する等、リスクマネジメントの強

化に取り組んでいます。 

   潜在リスクのうち、顕在化した場合に所管する業務の遂行に重大な影響を及ぼすリスク

については、経営層を含め法人全体で管理を行い、そのリスクごとに発生防止又は発生時の

被害低減に向けたリスクマネジメント実行計画を作成し、リスク・コンプライアンス委員会

で対策等について審議を行い、実施状況については四半期ごとにモニタリングを行う等的

確なリスク管理に取り組んでいます。 

   また、職員がリスク事案の発生を認識したときは、所属する組織のリスク・コンプライア

ンス・リーダー等を通じて、リスク・コンプライアンス責任者に迅速かつ確実に報告し、報

告を受けたリスク・コンプライアンス責任者は、被害等を最小限に抑えるための必要な対応

を指示するとともに、定められた報告経路により理事長等へ報告する体制となっています。 

   当事業年度における主な取組につきましては、45 ページに記載の「１４．内部統制の運

用に関する情報 ⑵リスク・コンプライアンスに関する事項」をご覧ください。 

 

    

⑵ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

 ⅰ 業務運営上の課題に対する対策状況 

当法人は、運営費交付金等の受領を前提としない独立採算による運営を基本としてお

り、デジタル社会の進展等環境の変化に応じつつ将来にわたり事業の継続性の確保に取

り組む必要があります。そのため、社会・経済の動向を注視・把握するとともに中長期的

な視点に立ち、的確な設備投資や研究開発を実施する等しています。 

 

ⅱ 事業継続マネジメントの運用状況 

国立印刷局事業継続推進規則等に定める事業継続マネジメントの推進体制の下、国立

印刷局事業継続計画（地震等対応及び新型インフルエンザ等対応。以下「BCP」という。）

等に基づき、職員の役割に応じた教育や、地震対策本部会議メンバー等を対象に、被災か

ら BCP 発動までの一連の対応に係る連携確認を目的とした机上訓練を実施しました。ま

た、内閣府と連携し、災害等の事情が生じた場合においても書面官報の発行が迅速かつ確

実に行われるための訓練を実施しました。 

さらに、教育・訓練等の実施結果を踏まえ、BCP等の点検及び必要な見直しを行いまし

た。 

 

ⅲ 情報セキュリティ対策の実施状況 

情報技術の進歩等に対応した適切な情報セキュリティ対策の実施に取り組み、重大な

情報セキュリティインシデントの発生防止に努めています。 

具体的には、国立印刷局情報セキュリティ基本方針に則り、情報セキュリティ対策の推

進に係る計画を策定し、政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群に

準拠した情報システムの管理及び情報セキュリティの確保に関する規則等の確実な運用、
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情報セキュリティ遵守事項の自己点検、システムのぜい弱性検査等の組織的対策に取り

組んでいます。また、情報セキュリティ要件を満たすために、情報を取り扱う建物や設備

に対して実施する物理的対策、外部からのサイバー攻撃や不正アクセス等に対してファ

イアウォールの設置やアクセス制御を行う等の技術的対策に取り組んでいます。 

さらに、情報セキュリティ対策教育実施計画を策定し、職員に対する情報セキュリティ

教育・訓練等の人的対策についても確実に実施しています。  
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９．業績の適正な評価の前提情報 

 

当事業年度の当法人の各事業についての理解とその評価に資するため、各事業の前提となる、

主なスキームを示します。 

 

⑴  事業スキームの概要 

当法人は、発注者との契約等に基づき製品の製造・納入を行い、その代価を得ることで独

立採算による運営を行っています。また、国立印刷局法に基づき、事業年度ごとに原則とし

て利益の 2分の 1を国庫納付しています。 

 

 

⑵ 主なスキーム 

ⅰ 銀行券（銀行券等事業）のスキーム 
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ⅱ 官報（官報等事業）のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ ベース・レジストリ（官報等事業）のスキーム 

 

 

 

 

内 閣 府 

各 府 省 庁 

国 会 

裁 判 所 

地方公共団体 

会 社 等 

特 殊 法 人 等 

掲載依頼 者 

掲載依頼 

国立印刷局 

 掲載依頼 

国 民 

国 の 機 関 等 

地方公共団体 

会 社 等 

原稿作成・印刷委託 

官
報
公
告
等
取
次
業
者 

インターネット配信 

・デジタルサイネージ 

・書面の掲示 

掲 載 文 受 付 

原 稿 作 成 

 

 

官報掲載事項記載書面の印刷 官報ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

同時刻 

表示・掲示 

発行 

デジタル庁 

国立印刷局 

国 の 機 関 等 

地方公共団体 

会 社 等 

運用業務委託 

公的基礎情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

（ﾍﾞｰｽ･ﾚｼﾞｽﾄﾘ） 

データ提供機関 

各 府 省 庁 

地 方 公 共 団 体 

加 工 

記録・保存 
提 供 

情報提供 
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１０．業務の成果と使用した資源との対比 

 

(1)当事業年度の主な業務成果・業務実績 

当法人は、「社会基盤を支える日本銀行券、官報、旅券等の製品や情報サービスを確実

に提供することにより、日本経済の発展と国民生活の安定に貢献する。」という経営理念

を掲げ、役職員一体となって着実に業務を推進しております。当事業年度においては、事

業計画に沿って各業務に取り組み、年度目標の確実な達成に向け、適切な事業運営を行っ

てまいりました。 

当事業年度における主な業務の実績は、以下のとおりです。 

・ 銀行券については、通貨当局と密接な連携を図りつつ、設備投資及び保守点検の的

確な実施並びに品質管理及び製造工程管理の徹底を図ることにより、財務大臣が定め

る製造計画を確実に達成するとともに、日本銀行との契約を確実に履行しました。 

・ 国民に対する情報発信については、工場見学用 VR 動画のリニューアルなどのホー

ムページの充実や、官報の電子化等に合わせた各工場の展示物の更新に取り組んだほ

か、次世代を担う子供たち向けに、地域イベント、学校への出張授業、校外学習支援

等を積極的に行うなど、子供向け広報の充実に取り組みました。 

・ 研究開発については、偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発計画を策定し、着実に

実施しました。 

・ 旅券については、柔軟で機動的な製造体制を維持しつつ、品質管理及び製造工程管

理の徹底に取り組むとともに、情報セキュリティの確保や個人情報管理の強化を図る

ことにより、規格内製品を納期内に確実に製造・納入しました。また、外務省からの

要請に対して、都道府県旅券事務所が長期連休明けの開庁日に速やかに優先発給の旅

券を交付できるよう、柔軟な対応を行ったほか、再作成率の低減に向けた品質管理基

準の精緻化に取り組むなど、確実に対応しました。 

・ 官報については、電子官報制度化以降も内閣府等と情報共有を図りつつ、官報の

発行のための柔軟な体制の維持に取り組み、掲載記事の集中にも確実に対応すると

ともに、官報の原稿を作成するシステムの安定稼働により、入稿当日発行の特別号

外も含め、指定された時間に官報の発行が行われるための原稿作成や掲示用書面の

印刷を行い、官報の確実な発行に寄与しました。また、官報発行サイトにおいて、

システムの運用管理を徹底するとともに、常時バックアップ体制の確実な運用によ

り、安定的なサービス提供を実現しました。 

・ ベース・レジストリを構成するデータの加工、記録、保存及び提供等については、

デジタル庁と連携を図りつつ、住所・所在地関係データベースの運用に当たり、自治

体との綿密な連絡調整を行った上で、データベース更新用データの加工、登録を確実

に実施するとともに、日次単位で最新のデータを利用者へ提供するため、期日までの

更新及び提供を確実に行いました。さらに、商業・法人登記データベースの運用段階

への移行に向けた支援として、想定業務フローの事前検討・整理等に積極的に取り組

みました。 

・ 設備投資については、事業継続性の確保を目的とした中期設備投資計画に基づき設

備投資計画を策定し、進捗管理を行いつつ、着実に実施しました。 

・ 労働安全の保持については、労働災害の発生状況を踏まえ、既存設備や化学物質を

対象としたリスクアセスメントの実施や、担当理事による各工場との意見交換等によ
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り、再発防止の徹底に取り組みました。 

・ 環境保全については、再生可能エネルギー電力の導入拡大、計画的な設備投資の実

施等により温室効果ガス排出量の削減に着実に取り組むとともに、リサイクル可能な

ものは全量リサイクルを行うことにより廃棄物排出量を抑制するなど、持続型社会の

形成のために積極的に取り組みました。 

 

(2)自己評価 

当法人は、「社会基盤を支える日本銀行券、官報、旅券等の製品や情報サービスを確実

に提供することにより、日本経済の発展と国民生活の安定に貢献する。」という経営理念

を掲げ、役職員一体となって着実に業務を推進しております。当事業年度においては、事

業計画に沿って各業務に取り組み、年度目標の確実な達成に向け、適切な事業運営を行っ

てまいりました。 

当事業年度の自己評価については、法人の業績向上努力により、全体として事業計画に

おける所期の目標を上回る成果が得られていると認められることから、全体の評定を「Ａ」

としております。 

また、12 ページに記載の「６．事業計画」における各項目の自己評価の結果について

は、次のとおりです。 

詳細につきましては、当事業年度の業務実績に関する自己評価書をご覧ください。 

 

評価項目 
7年度 
評価 行政コスト 

全体の評定 Ａ  

項目別評定   

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 銀行券等事業 Ａ 

59,406 百万円 

 

１．銀行券等事業  

（１）財務大臣の定める製造計画の確実な達成 

【重要度・困難度：高】 
Ａ 

（２）通貨当局との密接な連携による銀行券に対する信頼

の維持・向上の取組等 
Ａ 

（３）国民に対する情報発信 Ａ 

（４）偽造抵抗力の強化等に向けた研究開発   

【重要度・困難度：高】 
Ａ 

２．銀行券等事業（銀行券以外）  

（１）旅券の製造       【重要度・困難度：高】 Ｓ 

（２）その他の製品 Ｂ 

官報等事業 Ａ 

7,861 百万円 

３．官報等事業  

（１）官報の原稿の作成並びに電磁的官報記録を記載した

書面及び書面官報の印刷等  【重要度・困難度：高】 
Ａ 

（２）国の公的基礎情報データベースを構成するデータの

加工、記録、保存及び提供等     【重要度：高】 
Ａ 

（３）その他の製品 Ｂ 

https://www.npb.go.jp/ja/guide/chuki.html
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評価項目 
7年度 
評価 行政コスト 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 

１．組織体制、業務等の見直し   

（１）組織の見直し Ｂ  

（２）業務の効率化 Ｂ  

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 １．予算、収支計画及び資金計画の策定、採算性の確保 Ｂ  

Ⅳ．短期借入金の限度額 ―  

Ⅴ．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産が

ある場合には、当該財産の処分に関する計画 
― 

 

Ⅵ．Ⅴに規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担

保に供しようとするときは、その計画 
― 

 

Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

１．ガバナンス強化に向けた取組   

（１）内部統制に係る取組 Ｂ  

（２）コンプライアンスの確保 Ａ  

（３）リスクマネジメントの強化 Ｂ  

（４）個人情報の確実な保護等への取組 Ｂ  

（５）情報セキュリティの確保 Ｂ  

（６）警備体制の維持・強化 Ｂ  

２．人事管理 Ｂ  

３．施設及び設備に関する計画 Ｂ  

４．保有資産の見直し Ｂ  

５．職場環境の整備   

（１）労働安全の保持            【重要度：高】 Ｂ  

（２）健康管理の充実 Ｂ  

（３）職務意識の向上・組織の活性化 Ｂ  

６．環境保全 Ａ  

７．積立金の使途 ―  

法人共通 7,910 百万円 

合計 75,177 百万円 

（注 1）下線はセグメント区分を表しています。 

（注 2）評定区分 

Ｓ：法人の業績向上努力により、事業計画における所期の目標を質的及び量的に上回る顕著な

成果が得られていると認められる。 

Ａ：法人の業績向上努力により、事業計画における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められる。 

Ｂ：事業計画における所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：事業計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：事業計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求め

る。 
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（3）主務省令期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

区分 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11 年度 

評定 ― ― ― ― ― 

理由 ― 

令和 7 年度は主務省令期間の初年度に当たるため、現時点では主務大臣評価は受けておりま

せん。 

 

（注）評定区分 

Ｓ：法人の業績向上努力により、事業計画における所期の目標を質的及び量的に上回る顕著な

成果が得られていると認められる。 

Ａ：法人の業績向上努力により、事業計画における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められる。 

Ｂ：事業計画における所期の目標を達成していると認められる。 

Ｃ：事業計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：事業計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求め

る。 

 

前主務省令期間における主務大臣による総合評定の状況（参考） 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

評定 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 

理由 

所期の目標を質的及び量的に上回る顕著な成果が得られている項目や、

所期の目標を上回る成果が得られている項目もあり、全体として事業計画

における所期の目標を達成している。 
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１１．予算と決算との対比 

 

（単位：百万円） 

 

   （注）上記金額は、消費税等を含んでいます。 

 

   詳細につきましては、令和 7事業年度決算報告書をご覧ください。 

 

 

区分 予算額 決算額 差額理由 

収入     

１ 業務収入 90,376 90,972   

２ その他収入 491 5,698 

虎ノ門二丁目再開発事業

に伴う仮清算金の収入が

あったため 

    計 90,867 96,671   

支出    

１ 業務支出 72,033 71,323  

⑴  人件費支出 34,222 34,791  

⑵  原材料支出 15,544 16,661  

⑶  その他業務支出 22,267 19,872 
委託費支出が予定より少

なかったため 

２ 施設整備費 16,388 14,715 
固定資産支出が予定より

少なかったため 

   計 88,421 86,038  

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/kessan.html
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１２. 財務諸表 

 

要約した財務諸表は、以下のとおりです。 

詳細につきましては、令和 7 事業年度財務諸表をご覧ください。 

（注）財務諸表内の（＊）は、各科目・項目の対応関係を示しています。 

 

⑴ 貸借対照表 

 

（単位：百万円） 

科     目 金    額 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産     

 現金及び預金   28,190  

 その他   30,904  

 流動資産合計   59,095  

Ⅱ 固定資産   

  １ 有形固定資産 193,491  

  ２ 無形固定資産 5,205  

  ３ 投資その他の資産 20,475  

   固定資産合計 219,171  

     資産合計 278,265  

      

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債 11,799  

  

66,147   

Ⅱ 固定負債 49,381  

     負債合計 61,180  

      

（純資産の部）   

Ⅰ 資本金   

  政府出資金 111,833  

Ⅱ 資本剰余金    

  資本剰余金 5,499  

 その他行政コスト累計額 1,392  

  資本剰余金合計 6,891 

    

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/kessan.html
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科     目 金    額 

Ⅲ 利益剰余金  

 

 

 

前事業年度繰越積立金 90,243  

 当期未処分利益（＊１） 8,119  

    利益剰余金合計 98,361  

     純資産合計（＊２） 217,086  

      負債純資産合計 278,265  

        

 

 

⑵ 行政コスト計算書 

 

（単位：百万円） 

項    目 金   額 

Ⅰ 損益計算書上の費用  

  売上原価（＊３） 64,153  

 販売費及び一般管理費（＊４） 10,640  

 営業外費用（＊５） 269  

      特別損失（＊６） 108  

   損益計算書上の費用合計 75,170  

Ⅱ その他行政コスト  

 減損損失相当額 7  

Ⅲ 行政コスト合計 75,177  
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⑶ 損益計算書 

 

（単位：百万円） 

科    目 金    額 

Ⅰ 売上高   82,702  

Ⅱ 売上原価（＊３）  64,153  

   売上総利益 18,549  

      

Ⅲ 販売費及び一般管理費（＊４） 10,640   

   営業利益 7,909  

      

Ⅳ 営業外収益 586  

Ⅴ 営業外費用（＊５） 269  

   経常利益 8,226  

      

Ⅵ 特別利益  0   

Ⅶ 特別損失（＊６）  108    

   当期純利益 8,119  

   当期総利益（＊１） 8,119  
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⑷ 純資産変動計算書 

 

（単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 111,833 6,898 92,637 211,367 

 当期変動額 - △7 5,725 5,718 

  当期純利益（＊１） - - 8,119 8,119 

その他 - △7 △2,394 △2,400 

当期末残高（＊２） 111,833 6,891 98,361 217,086 

 

⑸ キャッシュ・フロー計算書 

 

（単位：百万円） 

項   目 金   額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 18,068 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △25,044 

Ⅲ 資金増加額（又は減少額）（C＝A+B） △6,977 

Ⅳ 資金期首残高（D） 25,667 

Ⅴ 資金期末残高（E=C+D） 18,690 
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１３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

 

 

⑴ 貸借対照表 

令和 7年度末の資産残高は、2,782 億 65 百万円となっており、そのうち 1,934億 91百

万円が、業務遂行上に必要な土地や建物等の有形固定資産です。また、現金及び預金や投

資有価証券等の金融資産を 514 億 71 百万円有しておりますが、当法人は運営費交付金等

の受領を前提としない独立採算による運営を基本としていることから、これらの資産は、

運転資金をはじめとして、将来の設備投資、退職給付債務等の支出に充てるものです。 

負債残高は、611 億 80百万円となっており、そのうち 450 億 30百万円が退職給付引当

金（独立行政法人移行前の国の勤務期間に相当する退職給付引当金を含む。）です。 

運営費交付金等の受領を前提としない独立採算による運営を基本としており、運営費交

付金債務や借入金はありません。 

前年度からの増減要因等につきましては、以下のとおりです。 

 

ⅰ 流動資産 

流動資産は590億95百万円となり、前年度の646億72百万円に比べて55億77百万円減少

（約8.6％減）しました。 

現金及び預金は、定期預金が増加したこと等により、281億90百万円となり、前年度

に比べて25億23百万円増加しました。 

有価証券は、運用満期による減等により、29億99百万円となり、前年度に比べて101

億1百万円減少しました。 

売掛金は、製品の収納未済金の増加により45億68百万円となり、前年度に比べて9億

81百万円増加しました。 

棚卸資産は、半製品・原材料の増等により231億53百万円となり、前年度に比べて19

億28百万円増加しました。 

 

ⅱ 固定資産 

固定資産は2,191億71百万円となり、前年度の2,075億56百万円に比べて116億14百万

円増加（約5.6％増）しました。 

有形固定資産は、建設仮勘定が4億58百万円増加したものの、建物等が2億6百万円、

機械装置が6億13百万円減少したこと等により1,934億91百万円となり、前年度に比べて

4億5百万円減少しました。 

無形固定資産は、ソフトウェアが1億13百万円、ソフトウェア仮勘定が1億38百万円増

加したこと等により52億5百万円となり、前年度に比べて2億54百万円増加しました。 

投資その他の資産は、投資有価証券、長期性預金が増加したこと等により204億75百

万円となり、前年度に比べて117億65百万円増加しました。 
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ⅲ 負債 

負債は611億80百万円となり、前年度の608億61百万円に比べて3億19百万円増加（約

0.5％増）しました。 

流動負債は、退職金についての支払未済金が減少したこと等により117億99百万円と

なり、前年度に比べて28億60百万円減少しました。 

固定負債は、長期前受金が増加したこと等により 493 億 81 百万円となり、前年度に

比べて 31億 79百万円増加しました。 

 

退職給付引当金について 

当法人は平成 15 年 4月 1 日の独立行政法人移行に伴い、国から独立行政法人移行前

の国の勤務期間に相当する退職給付引当金（負債）として 1,118 億 31 百万円（退職一

時金 732億 35 百万円、整理資源負担金及び恩給負担金 385 億 96百万円）を承継してお

り、令和 8年 3月 31日現在の退職給付引当金は 450 億 30百万円（退職一時金 430億 2

百万円、整理資源負担金 20億 28百万円）です。 

 

(ⅰ) 退職一時金（国の勤務期間に相当する額）について 

退職一時金は、独立行政法人移行時の在職者 5,499 人のうち、令和 8 年 3 月 31

日時点の在職者 2,021人に対応する国の勤務期間に相当する額は 121 億 85 百万円

(※)であり、当該債務は 732 億 35 百万円から 610億 50百万円減少しました。 

※ 令和 8 年 3 月 31 日に在職している 2,021 人の承継時の債務であり、独立行政法人移行後の退職

給付債務の増減は考慮しておりません。 

 

(ⅱ) 整理資源負担金及び恩給負担金について 

整理資源負担金は 20 億 28 百万円となり、当該債務は 385 億 96 百万円から 365

億 68百万円減少しました。 

  なお、平成 30事業年度末をもって恩給負担金に係る債務はなくなりました。 

 

ⅳ 純資産 

当期の利益処分後の積立金額 81 億 19 百万円のうち、国立印刷局法第 15 条第 1 項に

規定する当事業年度の国庫納付相当額は、36億 67 百万円です。同額を国庫納付した場

合、次期に繰り越す積立金額は 44億 52百万円となり、利益剰余金の合計額は、946億

94百万円となる見込みです。 

 

(2) 行政コスト計算書 

令和 7年度の行政コストは、751億 77百万円となり、前年度の 724億 46百万円に比べ

て 27 億 30百万円増加しました。 

これは、損益計算書上の費用が増加したこと等によるものです。 
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⑶ 損益計算書 

当法人は、銀行券等の売上により得られた収入で、独立採算による運営を行っており、

当期純利益は81億19百万円となりました。 

前年度からの増減要因等につきましては、以下のとおりです。 

 

ⅰ 売上高 

売上高は827億2百万円となり、前年度の787億68百万円に比べて39億34百万円増加（約

5.0％増）しました。 

これは、旅券冊子の集中作成を通年実施したこと等により製品売上高が増加したこと

等によるものです。 

ⅱ 売上原価 

売上原価は641億53百万円となり、前年度の615億46百万円に比べて26億7百万円増加

（約4.2％増）しました。 

これは、減価償却費が増加したこと等によるものです。 

ⅲ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は106億40百万円となり、前年度の101億87百万円に比べて4億

54百万円増加（約4.5％増）しました。 

これは、減価償却費が増加したこと等によるものです。 

ⅳ 営業外収益 

  営業外収益は5億86百万円となり、前年度の6億26百万円に比べて40百万円減少

（約6.4％減）しました。 

ⅴ 営業外費用 

営業外費用は2億69百万円となり、前年度の3億71百万円に比べて1億2百万円減少

（約27.5％減）しました。 

ⅵ 特別利益 

 特別利益は0.3百万円となり、前年度の4億75百万円に比べて4億75百万円減少し

ました。 

 これは、前年度に財政検証により発生した整理資源負担金の差異を収益処理した

ことによるものです。 

ⅶ 特別損失 

特別損失は1億8百万円となり、前年度の1億40百万円に比べて32百万円減少しま

した。 

 これは、減損損失の減少によるものです。 

ⅷ 当期純利益 

当期純利益は81億19百万円となり、前年度の76億25百万円に比べて4億93百万円増加

（約6.5％増）しました。 
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⑷ 純資産変動計算書 

当年度末の純資産は、当期総利益 81 億 19 百万円等を計上した結果、2,170 億 86 百万

円となり、前年度の 2,113 億 67百万円に比べて 57 億 18百万円増加しました。 

 

⑸ キャッシュ・フロー計算書 

当年度の資金期末残高は、投資活動によるキャッシュ・フローの減少により 186 億 90

百万円となり、前年度の 256億 67 百万円に比べて 69億 77百万円減少しました。 

各項目の増減要因等は、次のとおりです。 

 

ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

業務活動によるキャッシュ・フローは、製品売上収入の増加等により、180億68百万

円となり、前年度の155億16百万円に比べて25億52百万円増加しました。 

 

ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出の増加等により、

△250億44百万円となり、前年度の△173億96百万円に比べて76億48百万円減少しまし

た。 

 

⑹ セグメント事業損益及び総資産の経年比較・分析（区分経理によるセグメント情報） 

ⅰ 銀行券等事業 

当法人の製品のうち、銀行券、国債証券、印紙、郵便切手、旅券冊子等、印刷物自体

に偽造防止技術が求められる製品の製造等については、銀行券等事業において行ってい

ます。 

売上高は、旅券冊子の集中作成を通年実施したこと等により、709億16百万円とな

り、前年度の673億16百万円に比べて36億円増加（約5.3％増）しました。 

営業費用は、減価償却費の増加等により、594億6百万円となり、前年度の566億55百万

円に比べて27億51百万円増加（約4.9％増）しました。 

この結果、営業利益は115億11百万円となり、前年度の106億61百万円に比べて8億49

百万円増加（約8.0％増）しました。 

総資産は、棚卸資産が増加したこと等により、1,653億96百万円となり、前年度の1,636

億85百万円に比べて17億11百万円増加（約1.0％増）しました。 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

売上高 54,979 55,786 63,514 67,316 70,916 

営業費用 46,849 49,134 56,850 56,655 59,406 

売上原価 42,131 46,159 53,200 54,573 57,216 

販売費及び一般管理費 4,717 2,976 3,650 2,082 2,189 

営業利益 8,131 6,652 6,664 10,661 11,511 

総資産 151,537 157,506 162,429 163,685 165,396 
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ⅱ 官報等事業 

当法人の製品のうち、官報、法律案等国会用製品等、情報の伝達を主な目的とする製

品の製造等については、官報等事業において行っています。 

売上高は、公広告料収入の増加等により、117 億 86 百万円となり、前年度の 114 億

52百万円に比べて 3億 34百万円増加（約 2.9％増）しました。 

営業費用は、修繕費の減少等により、78億 61百万円となり、前年度の 78億 90百万

円に比べて 29 百万円減少（約 0.4％減）しました。 

この結果、営業利益は 39億 25 百万円となり、前年度の 35億 62百万円に比べて 3億

63百万円増加（約 10.2％増）しました。 

総資産は、売掛金が増加したこと等により、153 億 26 百万円となり、前年度の 151

億 66百万円に比べて 1億 60百万円増加（約 1.1％増）しました。 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上記の両事業の経年比較表に係る注記事項） 

（注 1）事業区分は、各製品の製造及び販売を所掌する部署によって区分していま

す。 

（注 2）各事業の主な製品 

イ 銀行券等事業・・・銀行券、国債証券、印紙、郵便切手、旅券冊子       

ロ 官報等事業・・・・官報、法律案等国会用製品 

（注 3）令和 7年度の営業費用のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能費用の金額

は、75 億 27百万円であり、その主な内容は、本局の管理部門に係る費用で

す。 

（注 4）令和 7 年度の総資産のうち、法人共通の項目に含めた資産の金額は、975 億 44

百万円であり、その主な内容は、本局の管理部門に係る資産です。 

 

  

区 分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

売上高 10,625 10,772 10,860 11,452 11,786 

営業費用 7,762 8,138 7,919 7,890 7,861 

売上原価 7,004 7,277 7,009 6,974 6,936 

販売費及び一般管理費 758 861 910 916 925 

営業利益 2,863 2,634 2,941 3,562 3,925 

総資産 15,590 14,682 14,450 15,166 15,326 



- 43 - 

⑺ 事業の実績 

ⅰ 銀行券等事業 

(ⅰ) 銀行券の安定的かつ確実な製造 

財務大臣が定める銀行券製造計画及び日本銀行との契約に基づき、当事業年度は

28.5億枚の銀行券を確実に納入しました。また、安定した品質を維持するため、継

続的な工程改善に取り組むとともに、高機能な設備に更新することにより、生産性

の向上を図る等、製造体制の効率化に取り組みました。また、品質安定化に向けた

実験・検証への取組等により、品質管理及び製造工程管理を徹底しました。 

製紙抄造部門における長期連続操業（土曜日、日曜日及び祝日を含め 24 時間連

続で操業すること。）及び印刷・貼付部門の二交替勤務による機械稼働並びに製紙

断裁部門、印刷検査仕上部門における昼連続稼働を継続しました。 

 

 

(ⅱ) 旅券の集中作成の円滑な実施 

旅券については、令和 7年 3 月の 2025 年旅券発給開始に伴い、以前は全国の旅

券事務所で実施していた旅券の個人情報書込作業を全て当法人において行う集中

作成を開始しました。 

集中作成の確実な実施に当たっては、設備・システムの安定稼働を確保しつつ、

柔軟かつ機動的な製造体制を維持しました。あわせて、徹底した品質管理及び工程

管理を実施するとともに、厳格な個人情報管理体制の維持・向上に取り組みました。

これらの取組により、外務省における旅券申請交付の期間を延長させることなく、

作成した旅券を納期までに確実に納入することで、円滑な旅券交付業務の遂行に貢

献しました。 

 

ⅱ 官報等事業 

(ⅰ) 官報の確実な発行 

官報については、官報の発行に関する法律の施行（令和 7年 4月 1日）以降、正

本が紙から電子データとなる大きな転換を迎えました。新たな制度の開始初年度で

30.0
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ある当事業年度において、指定された時間に官報の発行が行われるための原稿の作

成や掲示用書面の印刷を確実に行いました。また、官報の発行が行われるための情

報システムを適切に整備・運用することにより、指定された時間に確実な配信を行

うとともに、所定の閲覧期間において閲覧不能期間を生じさせることなく、安定的

に稼働させました。さらに、官報に掲載されるプライバシーへの配慮が必要な記事

について、閲覧期間経過後の措置等を含め、適切な対応を行うなど、官報の確実な

発行に寄与しました。 

 

(ⅱ) ベース・レジストリの確実な運用等 

当事業年度から運用を開始したアドレス・ベース・レジストリについて、デジタ

ル庁や全国の市区町村と連携しながら、住所に関するデータ（町字データ）を正確

に登録・更新しました。また、本システムを利用する関係機関に対し、必要なデー

タを確実に提供するとともに、データに関する問い合わせにも適切に対応するなど、

安定したサービス提供を実現し、アドレス・ベース・レジストリの定着に貢献しま

した。 

さらに、令和 8年度から運用開始を予定している法人ベース・レジストリについ

ても、デジタル庁と連携しながら、運用に向けた準備を進めました。 
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１４．内部統制の運用に関する情報 

 

当法人の業務は、通則法及び国立印刷局法並びに関係法令によるほか、業務の適切な運営に資

することを目的に定めた業務方法書により行っています。 

詳細につきましては、通則法、国立印刷局法及び業務方法書をご覧ください。 

 当事業年度における内部統制システムの主な運用状況は、次のとおりです。 

 

⑴ 内部統制の推進（業務方法書第 20条、第 24条） 

当法人は、役員（監事を除く。）の職務の執行が関係法令に適合することを確保するための

体制、その他業務の適正を確保するための体制整備を目的として内部統制推進委員会を設置

し、継続的にその見直しを図るものとしています。 

当事業年度は、内部統制推進委員会を 7 回開催し、令和 6 年度業務実績に関する自己評価、

令和 8 年度事業計画や中期設備投資計画等、内部統制に係る重要事項について審議しました。 

 

⑵ リスク・コンプライアンスに関する事項（業務方法書第 25条） 

当法人は、リスク管理・コンプライアンス推進実施計画に基づく取組を着実に実施すること

により、職員のコンプライアンス意識の向上に向けて取り組んでいます。 

当事業年度は、リスク管理及びコンプライアンスの推進に係る重要事項等を審議するリス

ク・コンプライアンス委員会を 9 回開催し、業務の遂行に重大な影響を及ぼす潜在リスクの

発生防止又は発生時の被害低減に向け、作成したリスクマネジメント実行計画の審議及び実

施状況のモニタリング等を実施しました。 

また、リスク発生時においては、迅速にリスク情報の把握及び報告を行うとともに、再発防

止策の実施及び各機関における情報共有を行っています。 

さらに、コンプライアンスの確実な確保を図るため、コンプライアンス週間を設定し、国立

印刷局コンプライアンス・マニュアル等を活用した職場内ミーティング等を行うとともに、各

種研修を実施する等、継続的に職員の意識の向上に向けて取り組んでいます。今般、この取組

が評価され、国家公務員倫理審査会事務局から「りんりん賞」（※）を授与されました。 

※「りんりん賞」について 

国家公務員倫理審査会が、各府省の取組の共有により改めて公務員倫理を考える機会とすることを目的に、当

事業年度において初めて各府省等における独自の倫理保持に関する取組事例を募集し、全国 35 機関（本府省等

10、地方機関等 25）からの応募のなかから、特に工夫や特徴が見られる 8 機関を「りんりん賞」として選定し表

彰したもの。 

 

⑶ 監事及び監事監査に関する事項（業務方法書第 29条） 

当法人は、通則法第 19 条第 4 項の規定に基づく法人の業務に対する監事による監査が適切

に実施されるよう、監事及び監事監査に関する体制を整備しています。 

当事業年度の業務については、法令等に従い適正に実施され、また、年度目標の着実な達成

に向け、効果的かつ効率的に実施されている旨の監査報告を受けています。 

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=411AC0000000103
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=414AC0000000041
https://www.npb.go.jp/ja/guide/security/teikyo.html#security05
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⑷ 内部監査に関する事項（業務方法書第 30条） 

当法人は、内部監査担当部門を設置し、内部監査を実施するとともに監査結果及び結果に対

する改善措置状況を理事長に報告することとしています。 

当事業年度は、経営諸活動の全般にわたる管理及び運営の状況について、内部統制機能の妥

当性及び有効性、業務運営の確実性及び効率性並びに財務会計事務の正確性及び合規性の視

点を中心に、監査事項を選定して監査を実施し、改善が必要なものについては見直しを行って

います。 

 

⑸ 入札・契約に関する事項（業務方法書第 32条） 

入札及び契約に関し、監事及び外部有識者から構成される「契約監視委員会」の設置等を定

めた内部規程を整備することとしており、独立行政法人国立印刷局契約監視委員会規則の他、

契約事務の適切な実施等を目的として国立印刷局調達等合理化・契約検証委員会規則に基づ

き調達等合理化・契約検証委員会の設置等を行っています。 

当事業年度においては、契約監視委員会を 2 回開催し、令和 6年度下半期契約及び令和 7年

度上半期契約について点検を行い、審議概要について国立印刷局ホームページで公表してい

ます。また、調達等合理化・契約検証委員会については、2 回開催しています。 

なお、契約監視委員会における点検の結果、不適切な契約と認められた契約はありませんで

した。 
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１５．法人の基本情報 

 

⑴ 沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 設立に係る根拠法 

国立印刷局法 

 

⑶ 主務大臣 

財務大臣（財務省理財局国庫課）及び内閣総理大臣（デジタル庁デジタル社会共通機能

グループ） 

明治 4 年 7 月 

 

明治 4 年 8 月 

 

明治 10 年 1 月 

 

明治 11 年 12 月 

 

明治 16 年 5 月 

 

明治 18 年 12 月 

 

 

 

明治 31 年 11 月 

 

 

大正 13 年 12 月 

 

昭和 18 年 11 月 

 

昭和 24 年 6 月 

 

昭和 27 年 8 月 

 

昭和 59 年 7 月 

 

平成 13 年 1 月 

 

平成 15 年 4 月 

 

 

 大蔵省内に「紙幣司」創設 

  

紙幣司を「紙幣寮」と改称 

  

紙幣寮を「紙幣局」に改称、現業官庁となる 

  

紙幣局を「印刷局」と改称 

  

 太政官に「文書局」創設 

  

 太政官文書局を「内閣文書局」と改称 

 

 内閣文書局を「内閣官報局」と改称 

  

大蔵省印刷局と内閣官報局が合併し、内閣所管の「印刷局」

となる 

  

官制改正により「内閣印刷局」となる 

  

大蔵省所管の「印刷局」となる 

  

大蔵省外局の「印刷庁」となる 

  

大蔵省附属機関の「大蔵省印刷局」となる 

  

大蔵省の「特別の機関」となる 

  

「財務省印刷局」となる 

  

「独立行政法人国立印刷局」となる 
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⑷ 組織図 

理 事 長

彦 根 工 場

王 子 工 場

小 田 原 工 場

官 報 部

研 究 所

東 京 工 場

監 査 室

総 務 部

静 岡 工 場

銀 行 券 部

監 事 監 事 室

財 務 部

岡 山 工 場

首 席 監 察 官

経 営 企 画 室

Ｉ Ｔ 企 画 推 進 室

管 理 部

本 局

理 事
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⑸ 事務所（従たる事務所を含む。）の所在地 

 

本 局 105-8445 東京都港区虎ノ門 2-2-3 

 

 

研 究 所 256-0816 神奈川県小田原市酒匂 6-4-20 

 

 

東 京 工 場 114-0024 東京都北区西ケ原 2-3-15 

 

 

王 子 工 場 114-0002 東京都北区王子 1-6-1 

 

 

小 田 原 工 場 256-0816 神奈川県小田原市酒匂 6-2-1 

 

 

静 岡 工 場 422-8004 静岡県静岡市駿河区国吉田 3-5-1 

 

 

彦 根 工 場 522-0027 滋賀県彦根市東沼波町 1157-1 

 

 

岡 山 工 場 704-8112 岡山県岡山市東区西大寺上 3-4-70 

 

 

 

⑹ 主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

該当ありません。 
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⑺ 主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円）  

区 分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7 年度 

資産 266,838 266,512 273,300 272,228 278,265 

負債 65,495 62,933 66,147 60,861 61,180 

純資産 201,343 203,580 207,154 211,367 217,086 

行政コスト 61,572 63,828 70,859 72,446 75,177 

売上高 65,604 66,558 74,374 78,768 82,702 

売上原価 49,136 53,436 60,208 61,546 64,153 

販売費及び一般管理費 11,715 9,959 10,995 10,187 10,640 

営業外収益 395 444 487 626 586 

営業外費用 432 397 790 371 269 

特別利益 7 82 0 475 0 

特別損失 290 36 62 140 108 

当期総利益 4,435 3,256 2,806 7,625 8,119 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 
8,981 12,401 11,191 15,516 18,068 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
△16,822 △37,948 △3,017 △17,396 △25,044 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
- - - △2,185 - 

資金期末残高 47,107 21,559 29,733 25,667 18,690 
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⑻ 翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

ⅰ 予算 

（単位：百万円） 

区 分 合 計 

収入   

  業務収入 93,098  

  その他収入 521  

             計 93,619  

支出  

 業務支出 79,010 

  人件費支出 39,404 

  原材料支出 15,951 

  その他業務支出 23,655 

施設整備費 23,881 

            計 102,891 

（注 1）上記の金額は以下の条件に基づき試算したものです（収支計画及び資金計画に

ついても同様です。）。 

イ 事業収入として、銀行券は、28.5億枚の製造量を前提にした計数により見込ん

でいます。  

ロ 人件費のベースアップ伸び率を 3.43％で見込んでいます。  

（注 2）施設整備費は、生産関連設備、庁舎等の固定資産支出額です。  

（注 3）上記の金額は、消費税を含めた金額です。  
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ⅱ 収支計画 

（単位：百万円） 

区 分 合 計 

収益の部  

 売上高 84,634 

 営業外収益 522 

 特別利益 － 

計 85,156 

費用の部   

  売上原価 68,568  

  販売費及び一般管理費 12,442  

  営業外費用 396  

特別損失 － 

計 81,407 

当期純利益 3,749 

当期総利益      3,749 

（注）上記の金額は、消費税を除いた金額です。  
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ⅲ 資金計画 

（単位：百万円） 

区 分 合 計 

資金収入 130,432 

 業務活動による収入 93,353 

  業務収入 84,610 

その他収入 8,742 

投資活動による収入 5,003 

 財務活動による収入 － 

 前期よりの繰越金 32,076 

  

資金支出 107,674  

  業務活動による支出 81,942  

   原材料支出 14,453  

  人件費支出 36,288  

その他支出 31,201 

  投資活動による支出 25,732 

財務活動による支出 － 

翌年度への繰越金 22,758 

（注）上記の金額は、消費税を含めた金額です。  

 

    詳細につきましては、令和 8年度事業計画をご覧ください。 

  

https://www.npb.go.jp/ja/guide/chuki.html
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１６．参考情報 

 

⑴ 要約した財務諸表の科目の説明 

ⅰ 貸借対照表 

     流 動 資 産: 現金及び預金、売掛金、棚卸資産等 

         有 形 固 定 資 産: 建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具備品、土地等

長期にわたって使用又は利用する有形の固定資産 

     無 形 固 定 資 産: 有形固定資産、投資その他の資産以外の長期資産で、特許権、

ソフトウェア等具体的な形態を持たない資産 

     投資その他の資産: 投資有価証券等 

     流 動 負 債: 買掛金、未払金等の短期的な支払債務 

     固 定 負 債: 退職給付引当金等将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は

損失として見越計上するもの 

     資 本 金: 国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成 

     資 本 剰 余 金: 通則法第 46 条の 2 の規定に基づいて行う不要財産の譲渡取引

のうち、主務大臣が必要なものとして指定した譲渡取引により生

じた譲渡差額及び主務大臣が指定した譲渡取引に係る不要財産

の国庫納付に要した費用のうち主務大臣が国庫納付額から控除

を認める費用等 

      利 益 剰 余 金: 独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

ⅱ 行政コスト計算書 

     損益計算書上の費用： 損益計算書における売上原価、販売費及び一般管理費、営業

外費用、特別損失 

       行 政 コ ス ト: 独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフル

コストの性格を有するとともに、独立行政法人の業務運営に

関して国民の負担に帰せられるコストの算定基礎を示す指標

としての性格を有するもの 

   

ⅲ 損益計算書 

   売 上 高： 製品販売等の業務活動によって獲得された収益 

     売 上 原 価： 売上高の獲得に直接的に要した費用 

販売費及び一般管理費： 管理部門の人件費や各種経費 

営 業 外 収 益： 受取利息等の収益 

営 業 外 費 用： 固定資産除却損等の費用 

特  別  利  益： 固定資産の売却等の利益 

特  別  損  失： 減損損失等の損失 
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ⅳ 純資産変動計算書 

当 期 末 残 高： 貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

ⅴ キャッシュ・フロー計算書 

    業務活動によるキャッシュ・フロー： 独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金

の状態を表し、サービスの提供等による収入、

原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出等 

    投資活動によるキャッシュ・フロー： 将来に向けた運営基盤の確立のために行われ

る投資活動に係る資金の状態を表し、固定資産

の取得・売却や定期預金の預入・払戻による収

入・支出等 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 不要財産に係る国庫納付等による支出等 
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⑵ その他公表資料等との関係の説明 

 

＜国立印刷局ホームページ＞ ＜国立印刷局 X＞ 

  

＜国立印刷局 Facebook＞ ＜お札と切手の博物館ホームページ＞ 

 

 

 

 

事業紹介動画 

＜事業案内動画 ～信頼を社会へ、未来へ 国立

印刷局～＞ 
＜キッズ動画「突撃！お札の星の製造工場」＞ 
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報告書・パンフレット 

＜環境報告書＞ ＜事業案内パンフレット＞ 

 

 

＜信頼のものづくり＞ ＜突撃！お札の星の製造工場＞ 

  

 
詳細につきましては、国立印刷局ホームページをご覧ください。 

https://www.npb.go.jp/index.html

